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１．財産的消費者被害の集団的な回復のための手続の必要性
　2013年12月に「消費者の財産的被害の集団的な回復のための民事の裁判
手続の特例に関する法律」が成立し、2016年10月に施行された。この新し
い訴訟手続の大きな特徴の一つは、多数の被害消費者に代わって団体が被
害回復を求めることができる点にある。なぜ従来の民事訴訟手続に加え
て、このような新しい手続が導入されることになったのか。理由として以
下の５つが挙げられる。まず、一般的に消費者被害はその金額がそれほど
大きくない場合が多く、少額の被害を既存の訴訟手続で回復しようとする
と、しばしば費用倒れになってしまう。つぎに、少額の被害であれば、少
額訴訟制度（60万円以下の金銭の支払いについての事件に限り、簡易裁
判所で行われる特別手続で、原則１回の審理で判決まで行うことができ
る。）があるが、この制度がよく利用されている敷金返還請求や、交通事
故の物損などのケースとは異なり、次々と新しい手法が出てくる消費者被
害では、勧誘行為や契約条項の違法性についての法解釈や立証が非常に難
しく、困難な事実認定や法適用を必要とする場合が多い。したがって、既
存の少額訴訟制度を利用して救済を図ることは難しい。さらに、消費者被
害は、少額で多数に及ぶというだけでなく、それが拡散しているという特
徴がある。既存の民事訴訟制度である通常共同訴訟（民事訴訟法38条）に
よって、被害を受けた消費者が個別的に提訴するのではなく、同種の請求
権を有する者が多数いる場合に、共同訴訟を提起することもできる。しか
し、全国的な大量消費の中で被害が生じる場合には、被害者は地理的にも
広範囲にいることになり、ふつうは被害者間のつながりもなく、さらに勝
敗が不明の段階では、被害消費者が積極的に手続に参加しようとしない傾
向にあるため、共同して訴訟を起こすことも難しい。また、民訴法30条に
基づく選定当事者制度によって、被害を受けた当事者が、同じ当事者の中
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から、自分の利益を訴訟で代表する者を１人または複数人選び、訴訟追行
してもらうことが可能であるが、ここでも上述の共同訴訟における問題点
と同様のことが障害となる。加えて、代表者が敗訴した場合にもその敗訴
判決の効力が選定者全員に及ぶことになるため、多数の被害者が全国的に
拡散しており、被害者間に信頼関係を築くことが難しい消費者事件におい
ては、この制度も利用が難しい。最後に、消費者と加害者である事業者の
間では情報の格差が大きいという理由が挙げられる。すなわち、実際に
は、自らが被害を受けたことを認識すらしていない被害消費者も多く、被
害を認識した場合であっても、特にそれが少額であれば、消費者がそれを
回復するために自ら積極的なアクションを起こすことは期待しづらい。そ
こには、情報格差の問題だけでなく、資力の問題や心理的な抵抗感などが
ある。以上のような理由から、消費者被害が発生しても、既存の訴訟制度
では訴訟によって被害を回復しようとする被害者は少なく、権利がありな
がら泣き寝入りする多数の被害者が存在することになる。これを加害者側
から見ると、違法な行為によって得た利益の大部分を保持できることにな
り、これは正義に反する事態であるし、将来の違法行為を助長するおそれ
もある。したがって、消費者の被害を回復し、社会の正義を確保して、さ
らに将来の消費者被害を予防する観点から、特別の訴訟手続を創設する必
要があった。
２．本制度の概略とその特徴
　以上のような理由から新設された本制度の大きな特徴は、対象事件およ
び訴えを提起できる主体が限定されていることと、「二段階手続」である
ことである。まず、前者についてであるが、対象事件は、事業者が消費者
に対して負う、金銭の支払義務に限定されており、事業者間または消費者
間の請求も、事業者の消費者に対する請求権も除外される。さらに、「消
費者契約に関する義務」に限定されているため、たとえば、航空機事故の
遺族の飛行機製造会社に対する請求などは対象外になる。具体的な請求の
範囲としては、①契約上の債務の履行請求、②不当利得についての請求
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（契約解除にともなう代金の返還請求など）、③契約上の債務の不履行によ
る損害賠償請求（契約内容とは異なるサービスの給付による損害賠償請求
など）、④瑕疵担保責任に基づく損害賠償請求、⑤不法行為に基づく損害
賠償請求（消費者契約に関するものに限定）が列挙されている。さらに、
③～⑤において、拡大損害（腐った物が給付された結果、冷蔵庫に入れて
いた他の物まで腐ってしまった場合など）、逸失利益（契約に従った建物
が給付されなかった結果、それを賃貸して得られたはずの賃料が得られな
かった場合など）、生命身体損害・精神的損害などは除外されている。こ
のように、この制度の対象事件は、消費者契約に関する金銭支払義務で、
消費者が事業者に対して請求する一定のものに限定され、その適用対象は
相当にしぼられる形で立法がなされている。つぎに、訴えを提起できる主
体については、個々の消費者ではなく、特定認定を受けた適格消費者団体
（特定適格消費者団体）のみが、この制度の原告となることができる。こ
れにより、事前の内閣総理大臣からの認定を要件として、裁判所が個別に
原告適格の判断をしなくてすむようにしたものである。
　この手続のもう一つの大きな特徴は、共通義務確認訴訟（第１段階手
続）と簡易確定手続（第２段階手続）の「二段階手続」になっていること
である。すなわち、第１段階手続において、個別消費者の権利とは無関係
に各消費者に共通する概括的な法律関係（共通義務）について確認し、こ
れに続く第２段階手続においては、第１段階手続の確認判決を前提にし
て、個別消費者のそれぞれの権利を審理の対象とする。第１段階手続にお
いて、共通義務となるのは、多数性（相当多数の消費者に生じた財産的
損害）、共通性（事実上および法律上の原因が共通していること）、支配
性（個別争点に対して共通争点が支配的であること）の３つの要件を満た
す場合である。もし第１段階で特定適格消費者団体が敗訴した場合には、
第２段階は行われず、また個々の消費者には判決の効力は及ばないため、
個々の消費者は自己の権利を別の個別訴訟の中で行使することがなお可能
である。したがって、第１段階では、個々の消費者に対して手続保障を与
える必要はなく、通知や公告による手続への加入や手続からの除外の手続
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は行われない。第１段階で団体が勝訴した場合には、第２段階手続におい
て、個々の消費者の個別的な請求権について簡易な確定手続が行われる。
まず、特定適格消費者団体が簡易確定手続開始の申立てを行い、裁判所に
よる簡易確定手続開始決定がなされると、対象消費者の手続参加を求める
ため、団体による通知・公告等の情報提供が行われる。これを受けて、個
別消費者による団体への授権が行われると、団体による債権届出がなさ
れ、これに対する被告事業者による認否をへて決定手続による債権の確定
がなされることになる。
３．今後の課題
　以上のように、消費者裁判手続は、消費者と事業者間の情報の質・量お
よび交渉力の格差を是正するために、従来の民事訴訟制度とは大きく異な
る特徴を持つ新しい制度であるが、すでにいくつかの課題が指摘されてい
る。まず、現在の適格消費者団体は、少人数の事務局と少ない予算で運営
されており、１段階目の手続は、差止請求の経験（2006年消費者契約法の
改正により消費者団体訴訟制度が創設され、その後拡大し、2013年「食品
表示法」の成立により、食品の名称、消費期限、原材料、添加物、原産地
等について、著しく事実に相違する表示行為がされ、またはそのおそれが
ある場合には、適格消費者団体が食品関連事業者に対して差止請求をする
ことができる（同法11条）ようになった）で対応可能であるが、２段階目
の手続は、人的・財政的リソースに問題があるため、公的支援の必要性が
訴えられている。（第１段階の仮差押えのために保証金を立てる必要もあ
る。この点については、国民生活センターが保証金を立て替えることがで
きるよう「独立行政法人国民生活センター法等の一部を改正する法律」が
平成29年10月１日から施行された。）また、米国 FTC（連邦取引委員会）
のような行政的措置の可能性も検討課題となるだろう。つぎに課題の２つ
めとして、対象となる請求権がかなり限定されているため、被害救済され
る範囲が狭い制度となっている点が挙げられる。すなわち、たとえば情報
漏洩事件や欠陥商品を製造したメーカーへの訴訟（製造物責任）は対象外
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となっている。第三に、この訴訟手続の中でも和解を活用できるようにす
るために、特例法10条の解釈や運用が今後の課題となることが指摘され
る。最後に、２段階手続の通知・公告・分配の費用を、原告である特定適
格消費者団体が負担し、最終的には、分配を受ける消費者が負担すること
の問題点を挙げる。この点については拙稿（久留米法学80号35頁）をご参
照いただければ幸いである。
